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別 紙

会 議 の 経 過
平成２４年９月２７日（木）

午 前 ９時２９分 開議

◎ 開会・開議の宣言

○議長（宮下愿吾君） おはようございます。

本定例会も最終日となりました。ご苦労さんでございます。

早速ですが、これより会議を開きます。

ただいまの出席議員は全員です。

これから本日の会議を開きます。

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。

◎ 日程第１ 会議録署名議員の指名

○議長（宮下愿吾君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

本日の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定によって、議長において

２番、上 辻 亨 君

７番、三 野 三千彦 君を指名いたします。

◎ 日程第２ 一般質問

○議長（宮下愿吾君） 日程第２、これから一般質問を行います。

最初に、船屋台保存についてを通告議題とし、佐戸仁志君の発言を許します。５番、佐戸仁志君。

○５番（佐戸仁志君） 皆さん、おはようございます。

通告書に従って一般質問をさせていただきます。

船屋台の保存について質問させていただきますが、私は亀島区の人間でもなく、愛する伊根地区

を思う私の考えを述べさせていただきます。

伊根祭は、昨年から伊根地区区長協議会、各地区の要望もあり、７月の最終土日にさまざまな問

題がありますが行われるようになっております。これは、私が思いますに、サラリーマン化した住

民に多く参加していただき、近隣市町に出ている出身者にも帰ってもらい、私たちが子供のころ、

にぎやかで大変盛り上がった伊根祭にしようという思いがあると思います。

伊根に生まれて５０年、自分の地区の祭り行事もあり、初めて日出に接岸し演目を行ってくれた

ということもあり、船屋台を今回じっくり見させていただきました。青い海、青い空、緑の青島、

大西の間を進む姿は大変美しく、いかりのロープ２本を使って船を操縦する技術、大声で飛び交う

昔ながらの漁師言葉、大変すばらしく見させていただきました。先人からこの船屋台を受け継いで

おられる立石地区の皆さんを大変うらやましくも思いました。演目も終わり、丹海日出駅を去って

いく船屋台を見て、この船屋台の巡行は大変であると、もしかしたらことしで終わりかなと、もう

無理ではないかなと私は思いました。私は、亀島地区の方には大変失礼ですが、４基そろうような

ことはまずないのではないかと思っております。聞いた話で正確ではないんですが、今回５５０万

円くらいの費用がかかったと聞きました。府・町の補助金が２００万円、皆さんからいただいた俗

に言う花代が２００万円、区からの出費が１５０万円くらいと聞いております。２日間で使うお金

にしては大変な金額であります。組み立ても宮津高校生がボランティアで手伝いに来ておりました

が、大変労力の要る作業だと聞いております。年金暮らしの老人家庭の多い、少子高齢化の進む伊

根町でこの巡行を後世に残していくには、並大抵の努力では私はできないと思います。

日本で最も美しい村連合加盟の条件でもあった伊根祭船屋台をどうやって後世に残していくか。

船屋台は各地区のものです。しかし、これは伊根地区、伊根町のものとして保存していかなければ

ならないではないかと私は思います。現在、船屋台を収納している屋台蔵は４地区にあり、耳鼻、

亀島は高いところにございます。高梨は少し低いところではありますが、出し入れの困難な場所に
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あります。ともぶと、着がえを行う化粧船は町所有の日出伝馬小屋に収納されております。この建

物は傷みが大変激しく、秋の台風で倒壊してもおかしくないのではないかと思えるぐらい傷んでお

ります。前にも言いましたが、黒内海岸にともぶと祭礼船の収納はもちろん、船屋台の収納、展示

などをする建物を町が建ててはどうか。現在の場所は、美しい村には似つかわない景観であります。

幸か不幸か伊根地区には本庄公民館のような公民館がございません。人を置き、本のかわりに舟屋

を見せる、もちろん１階では木造の大きな祭礼船を見学させる。伊根地区内は下水道の整備も終わ

り、町並み散策の公衆トイレをつくる計画もあると思います。公衆トイレも併設する。護岸の整備

も終わっているだろうと思いますので、安価で建築できるのではないかと思っております。今まで

のように全館冷暖房などせず、照明もＬＥＤなどにし、いろいろ知恵を出せば水の江里のような管

理費は私は要らないと思います。私はこの建物を黒内海岸あたりに建て、保育所跡地あたりにバス

の駐車スペースなどをつくれば、おちゃやのかかなどを巻き込んで伊根浦散策の核となるのではと

思います。管理運営は元気なご老人がたくさんおられます。

ことし本格的に生産される薦池大納言、筒川そば、伊根町の米など販売所もないと聞いておりま

す。野菜、米などを地産地消する場所として町がお金だけ出すのではなく、口も出し、知恵も出し、

人も出す。今、我々が、吉本町長が、伊根町が動かなければ船屋台は二度と見られないではないか

と私は思っております。平成２２年の１２月議会でも同じような質問をさせていただきましたが、

何年か前に収納庫だけですが建てるという計画もありました。民主党政権になり政治が変わって、

その計画もなくなってしまったように思っております。ぜひ考えていただきたい、後世に残してい

ただきたい、町長の船屋台に対するお考えをお聞かせ願いたいと思います。

○議長（宮下愿吾君） 吉本町長。

○町長（吉本秀樹君） 皆さん、おはようございます。

それでは、佐戸議員のご質問にお答えをしたいと思います。

船屋台の保存についてということでございます。

まずことしの伊根祭には、１基ではございますけれども、７年ぶりに船屋台が巡行されたことは

大変喜ばしいことでございました。町内外の多くの皆さんが、海に浮かぶ船屋台の雄姿を目で見入

られたのではないかと思っております。

最初に、日出の伝馬小屋の先行き不安の件でございますけれども、現状は確かに建物はさびつい

たトタン屋根、すき間だらけの外壁となっており、見る限りでは改修が必要な建物ではないかと思

われますが、これを建築士に伺いましたところ「大丈夫ですよ」と、「骨組みはしっかりしており

ます」と、「ですから今どうこうというもんじゃございません」と、しっかりした建物であると伺

っております。また、すき間だらけと言いますけれども、議員心配されましたように今後の台風な

んかでも、あのすき間だらけがいいらしいです。台風のときなんか、風が抜けて。あれがびっしり

しちゃうと前から吹き込んできたら屋根が飛んでしまうんじゃないかと、そういう話も聞かせてい

ただいております。しっかりとした建物であろうと伺っております。

今後は、今、議員おっしゃいましたとおり以前に整備計画がございました、ともぶとの収納庫の

整備計画、黒内のほうでどうのこうのという案も上がっておりました。しかしながら、なぜそれが

頓挫してしまったか、中座したか、沙汰やみになっておりますね。それは地元の意見が、４地区の

意見がまとまらなかったということなんですね。そうでありますから、沙汰やみになっております。

しかしながら、そうなっておりますともぶとの収納庫の整備計画や地元要望を踏まえ、その対応を

考えていきたいと思っております。民主党政権がどうこうで計画がどうなったと、そういうことは

ございませんので、ご理解のほどをお願いしたいと思います。

次に、伊根祭の継承でありますが、八坂神社祭礼船屋台行事は、京都府登録の無形民俗文化財で

ございます。伊根町でも同様の指定をしております。また、船屋台そのものにつきましては伊根町

では有形の文化財として指定をしており、本当に貴重な文化財であります。地域にとっても貴重な

財産であると十分認識をしております。

かつて４基出祭した大祭は、平成５年以後現在まで１９年間行われておりません。この間、１基

の船屋台出祭は平成１７年重伝建選定記念と今年度を含め４回しかございません。言ってみれば、

小・中学生、高校生などは、４基そろった大祭を見たことがないわけであります。伊根の町民であ
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りながら見たことがないわけでございます。これが現状でございます。

いずれにしましても、町が貴重な船屋台の保存について何ら対応しないものではありませんが、

祭礼行事というものは地域の伝統文化であり、誇りであると考えております。このため、すぐに行

政が立ち入るべき問題ではなかろうかなと、そう思うわけでございます。子子孫孫継承していきた

い、海に浮かべて巡行させたい、そういう地元の思い、地域からの要請を得て関与をしていくこと

が適切ではないかと考えます。まずは地元の意向が大事であります。もう地区では対応できない、

守りできない、町のほうで管理、運営してくれと、そういうようなことを言われるようなことがあ

るならば、亀島区を超えた保存会等、具体的な方策を考える必要があろうかと思いますが、答弁は

船屋台出祭に係る側面支援を行っていくことを主として、地域の宝として見守っていきたく考えて

おります。

以上でございます。

○議長（宮下愿吾君） ５番、佐戸仁志君。

○５番（佐戸仁志君） ぜひ、手おくれにならないうちに伊根町が手を差し伸べて、口を出して、

保存に努めていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

○議長（宮下愿吾君） 吉本町長。

○町長（吉本秀樹君） 先ほども申しましたように、口も出せ、金を出すとも言われますけれども、

地域の持ち物でございます。その地域の意向というものを十分踏まえて対処させていただきたいと

思っております。

○議長（宮下愿吾君） 以上をもちまして、佐戸仁志君の一般質問を終わります。

次に、医療体制についてを通告議題とし、和田義清君の発言を許します。１番、和田義清君。

○１番（和田義清君） おはようございます。

それでは、通告書に従いまして医療体制について、私の一般質問に入らせていただきたいと思い

ます。

現在、地域医療は崩壊の危機に瀕していると言われ、当町のみならず他の地方自治体も深刻な問

題としてとらえられております。その要因の一つに医師不足が指摘されておりますが、当町にとっ

ても今現在深刻な問題として住民の方々はとらえられております。しかしながら、この医師不足が

解消しただけで、高齢化率４１％の当町や他の地方自治体でも問題が解決するとは思いません。地

方自治体と都市部においては医療格差は歴然であり、地方自治体下においても交通手段の乏しい山

間部や半島など地理的条件が加わり、医療体制に格差があるのは周知の事実であります。

このような現状の中、地域医療体制はさまざまな改革推進が行われております。震災被災地をは

じめ、各地方自治体は限られた財源、資源を有効活用し、短期的かつ長期的な視点に立ち各々の医

療支援施策を講じておられます。医療を立て直すことを目的に各自治体が取り組んでおられるのは、

当町でも実践している支える医療であり、予防医療がメーンとしてやられております。少子高齢化

が進む中、安い費用で生活の質が維持でき、町長がおっしゃるように多くの高齢者が生きがいを感

じることができる日常を確立し、町内外に示していくことは非常に大切であると思います。

しかし、実際のところ、国と地方を足せば１，０００兆円と言われる借金を抱え、ますます社会

保障の充実が求められる中、できることといえば限られ、またやるからにはまさに選択と集中をも

って事に当たらなければなりません。この厳しい状況下で地域医療を立て直し拡充する条件を調べ

ましたところ、以下のようなことが考えられました。健診の受診率の向上、都市部や大病院では戦

う医療を、そして地域では支える医療を、高齢化の進んだ地域では治療よりもケア、いわゆる療養

を充実させ、医師中心ではなく看護師、保健師を中心とした多職種を連携させ医療の情報の共有化

を図り、緊急時、災害時に対処可能とする安全のための医療は公費で、安心のための医療は自費で、

ケアのための人材を地元で育成し地元に雇用の場を設ける。医療や福祉を目的としてとらえるので

はなく手段としてとらえ、まちづくりや生きがいを目的として考えていく。これらの上げました条

件は財政破綻状態となった夕張で医療法人財団の理事長の方が上げられたものであり、伊根町でも

当てはまることもあり、また既に当町でも実践、奨励しているものもございます。

この条件の中で私が注目したのは、ケアのための人材を地元で育成し産業にしていく、いわゆる

地元雇用につなげていこうという点であります。今後、待つ医療から出かける医療に変化しつつあ
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る地方の医療現場において、看護師、介護士、保健師の役割はますます重要になってくると予測さ

れます。医療体制の充実と地域内雇用の確保ができれば、一石二鳥の成果が得られるというわけで

あります。

また、医師の確保、育成についても今後取り組むべき重要な課題であると思います。長期的な医

療支援施策として１つ例を挙げますと、愛媛県愛南町では町医師確保奨学金貸付制度条例を制定し、

将来医師として町が指定する医療機関で働く意思がある医学生を対象に、条件つきで奨学金を貸し

付けることとしております。現在５件の問い合わせがあり、新年度に２人の利用を見込んで

７８０万円を計上していると聞いております。当町としても一度検討する価値があるかと思います。

また、看護師、保健師にもこのような制度を可能な限り検討してみることは、地域医療を守り育て

るという観点と地域雇用の若者の町外流出の歯どめにもなるかと考えられます。

いずれにしても、財政支出を伴う施策であり、明確な検証結果も出ていないのが現実ですが、医

療と教育は地域文化のバロメーターとも言われており、地域活性化の一因ともなることが予測され

ることから、検討の価値はあると思われます。

続きまして、当町のような小規模自治体の診療所の現状と今後のあり方について述べさせていた

だきます。

高齢化率４１％の当町にある診療所に来院される患者の多くは、その８割が高齢者であり、また

慢性疾患を抱える患者で、ほとんどの方が移動手段を持っていらっしゃらない方が中心となってお

ります。よって一番近くの病院は町内の診療所となり、診療所の医師がかかりつけ医として一次診

療をし、また入院の必要性や緊急患者の場合は病診連携を図り必要に応じて患者を搬送し、地域医

療の体制の充実に努めています。

しかしながら、現在本庄診療所は常勤の医師が不在であり、医師の確保に向けホームページ等で

も募集をしております。このように医師不足が叫ばれる中、医師が確保できないという過程のもと、

待つばかりではなく、今できることを進めていくことが求められます。

財政規模の小さい地域、自治体でも、少ない予算で地域医療を守り育てることはできないのでし

ょうか。今、全国で地域住民による地域医療啓発活動が広がっています。啓発活動とは、すなわち

医療サービスを受ける側も医療サービスの提供をする側の事情を把握した上でお互い相互に理解し

合い、これまでの医療関係者に対する偏見を正し、みずからの意識の変化を促し、みずからの行動

や接し方をもって、より円滑かつ効率的な医療にしていこうという活動であります。医療サービス

を受ける側も医師不足や地域医療の現状と課題を把握し、地域を挙げて改善の取り組みをやってい

こうと、そういうものであります。

この啓発活動の事例として、兵庫県立柏原病院の小児科を守る会、このような会が、子供を守ろ

う、お医者さんを守ろうを原点に、コンビニ受診を控えよう、かかりつけ医を持とう、お医者さん

に感謝の気持ちを伝えよう、以上の３つのスローガンを掲げ、ありがとうメッセージが小児科に届

けられ、その結果、柏原病院では夜間の受診が減り、小児科医もふえたという事例がございます。

また、宮崎県延岡市では県立延岡病院の医師が相次いでやめたことがきっかけとなり、全国初の地

域医療を守る条例を制定しております。この地域医療を守る条例は押しつけや強制ではなく、みず

からが理解し自発的に取り組むことが行動目標であり、皆で取り組むという意思表示であると考え

られます。これにより、県立病院の年間の夜間、休日、救急患者の推移を見ると、平成１９年には

約９，２００名、これが３年後の２１年度には約５，１００名に減少し、その後は横ばい状態で推

移していると聞いております。

このように、大規模な財政支出をせずに地域医療の改善、充実が行われた事例もあることから、

当町でも、医師を含めた医療関係者と住民の意識改革による地域医療の見直しを図ってみる価値は

あると思います。

ここまで、医療体制について私の意見を述べさせていただきました。

それでは通告書に従い、以下４点について町長のほうにお尋ねしたいと思います。

まず１点目は、筒川・本庄地区住民から本庄診療所の医師確保について状況を聞かれるが、現況

はどのようになっているのでしょうか。

２、現在、伊根診療所の医師１人と派遣医師で診療所医療が行われていますが、住民の方々から
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苦情や改善点の申し入れもなく、特段問題なく運営されているのでしょうか。また、以前の医師

２名体制時と比較して医療機能が低下している点などはないのでしょうか。

３、以前の体制に比べ現在は診療所の診察日が限定されるため、１日の来院患者数が増加してい

ると見受けられます。長い間バスを待たなければならないといった住民の声もよく耳にいたします。

診察日に合わせた利便のよい町営バスの運行時間に変更はできないのでしょうか。

４、現在の診療所の医療体制と今後の当町における高齢者人口の推移を勘案して、今後の診療所

体制及び医療体制をどのように考えておられるのでしょうか。

以上の４点について答弁よろしくお願いいたします。

○議長（宮下愿吾君） 吉本町長。

○町長（吉本秀樹君） それでは、和田議員さんのご質問にお答えをしたいと思います。

医療体制についての４点についてでございます。

まず初めに、本庄診療所の医師確保の現況についてでございますが、筒川・本庄地区の皆様には

大変ご心配をされていることと思っております。現在交渉中であり正式な採用決定に至っておりま

せんが、来年４月１日に着任に向け努力しているところでございます。正式な決定をいただきまし

たら、住民さんのほうにはお知らせをさせていただきたく考えております。

次に、現在の本庄診療所の診療体制における苦情と機能低下についてのご質問ですが、今のとこ

ろ際立った苦情や改善点の申し入れは聞いておりません。先生方からも診察に当たっての特筆すべ

き申し出もありませんので、特段問題なく運営できており、医療機能が低下しているとは考えてお

りません。ただし、１０月から始まりますインフルエンザ予防接種につきましては、本庄診療所で

の接種者が約５００名程度あり、現在の診療時間内ではとても実施することが困難な状況と聞いて

おります。そうでありますので、宮津武田病院から応援に来ていただく予定としております。

次に、診療所の通院に係る町営バスの運行時間の変更のご質問についてでございます。路線バス

についてはなかなか難しいんです、すぐに便を変えるということはなかなか困難なようでございま

す。しかし、町営バスの運行時間の変更は伊根町地域公共交通会議に募り改善に努めます。今後、

来年３月のダイヤ改正に向け、町営バスの利用状況等、現状をしっかりと調査、分析を行い、利便

性に富んだ運行計画となるよう努力してまいりたく考えております。

次に、今後の診療体制、医療体制についてでございます。当町の診療所運営については、関係医

療機関、医師等、いろんな関係者の皆さんから話を聞かせていただきますと、現在人口が

２，４００人、２，５００人といった、その人口規模で直営の２カ所運営は大変ですねと、そうい

う話をよくいただくわけでございます。また、「１つにすれば赤字も出ないのにね」とまで言われ

るわけでございます。そして、８年後の人口推計は１，６００人から１，７００人規模になると推

定されており、私といたしましても、将来継続した２カ所の常設診療というのは大変厳しいものが

あると考えております。

また、僻地へ赴任していただく医師も大変見つかりにくいのが現実でございます。先ほど、お医

者さんのみならず、看護師さんなんかの奨学資金を考えたらどうやという話がございましたけれど

も、確かにそういうものはあるんですけれども、お医者さんがこういう僻地に来られない理由とい

うのはそういうところにはないようです。全く違った観点にありますね。今、ここでちょっとどう

こう言うんじゃないですけれども。ですから、ちょっと奨学資金ではお医者さんはなかなか難しい

かなと思います。看護師とか保健師さんについては、これはかつてもそういうことは伊根町でやっ

ております。また、これからも、それについては効果があろうかと思いますけれども、看護師さん

とか保健師さんについては、今どうこうという苦労はしておりませんので、そのことも考えたいと

思っております。そうでありますけれども、僻地に赴任していただく医師も大変見つかりにくいの

が現実であります。

そのためにも、今年度から仮称ではありますけれども、診療所運営あり方検討会を設置し、この

一、二年の検討期間を設けてその方向性をまとめたく考えております。当面は現状の運営方法の継

続も視野に置きつつ、一人２カ所管理のあり方も含めて広く考えていきたく、あわせて通院や医療

体制の環境改善と充実、強化に努めていきたく考えております。

４つの質問については、そのようなものでございますけれども、冒頭いろいろと議員の思いを述
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べていただきました。私も、医療を医療としてではなく一つのまちづくりと考える、そういう意味

においてヘルパーさんなんかは、私が標榜しておったのは「下駄履きヘルパー」です。できるだけ

施設に入らずに町民の皆さん、年老いても在宅でなんとか面倒見られるようにできないか、在宅介

護できないか、そのためにはヘルパーだと。隣近所の皆さん全部ヘルパーになっていただく、いわ

ゆる下駄履きヘルパーです、そうしてみんなで見ていったらどうかということでかなりヘルパーの

ほう力入れておりますけれども、最近もうめっきりと応募者が減ってしまいました。ちょっと最近

これはどういう傾向かなと思っておりますけれども、年ごろの人がいなくなったということもある

のかもわかりませんけれども、大変めっきり減っております。

奨学資金については、先ほど申し上げたとおりであります。

また、それから地域医療に関して住民の皆さんと我々が心を一つにしてこうあるべきか、あああ

るべきか、そういう考えるべき、確かにございます。これからまた先ほどあり方検討会というのを

設置すると申し上げておりますけれども、でも意外と伊根町民の皆さんは理解が深いのではないか

なと、そのように思っております。また、それであるがゆえに、今このようにうまく回っているの

ではないか。また、例えばコンビニ受診、例を挙げられました、そういうふうにならないように。

子供の医療で高校生までただだと、うちのところそうです、伊根町は高校生はただ。しかしながら、

１医院一月１，０００円いただきますということにしております。これある意味で、私はいわゆる

コンビニ受診を避けていただく一つの方策として行っているつもりであります。また、

９，０００人の患者さんがそういうことで５，０００人までごうっと減ったという一つの地域のお

話がありましたけれども、なかなか９，０００人を５，０００人と、うちの人口ととてつもない、

うちの人口は全部で２，４００人です。そこの患者さんがどういう対応になるかと、大きいところ

ではそれは目に見えてどんと出るんですよ。でも、うちぐらい小さいのは逆にそんなインフルエン

ザがはやったりするとごいとふえたり、何もない月はごいと減ったり、なかなか難しいところがあ

ろうかと思います。そうでありますけれども、やはりこれからのあり方研究会、また住民の皆さん

と本当に伊根町にいいようなあり方、ともに考え進めてまいりたいと思っております。

以上でございます。

○議長（宮下愿吾君） 再質問ありますか。１番、和田義清君。

○１番（和田義清君） ご丁寧なご答弁ありがとうございました。

通告書以外の件にもお答えいただきまして、非常に町長の思いのほうが伝わっておったと思いま

す。まさに診療所のあり方検討委員会を今後有効活用していただきまして、また２つの診療所を

１人の医師で管理するという、そういう厳しい判断等もこれからございますけれども、住民の方々

にも納得していただきまして、町民の安心・安全を守る機関が、医療サービスのほうが著しく低下

しないようにそれをお願いいたしまして、私の一般質問を終わりたいと思います。

ありがとうございました。

○議長（宮下愿吾君） 以上をもちまして、和田義清君の一般質問を終わります。

次に、教育の無償化についてを通告議題とし、大谷功君の発言を許します。９番、大谷功君。

○９番（大谷 功君） おはようございます。

それでは、通告書に基づきまして質問に入らせていただきます。

教育につきまして、日本国憲法２６条では次のように定めております。すべて国民は、法律の定

めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。その第２項で、すべ

て国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負う。義

務教育は、これを無償とするというふうに書かれております。無償とは、だれでもわかることであ

りますが、対価を払わないで済むことであり、義務教育の無償とは、義務教育を受けるに当たりま

して教育の対価を払わなくてもよいという意味でございます。教育は授業だけではなくいろいろな

活動を含みますから、教育の無償の範囲は授業だけでなく、学校の正規の教育活動に必要な学校給

食、課外活動、学校行事などの費用を含むと考えております。また、授業では普通学用品、教科書、

教材、備品、諸活動の費用などが不可欠でありますから、これらの費用を負担しなくてもよいとい

うことであります。というふうに考えます。

しかしながら、現在無償の範囲は授業料と教科書代だけに限定をされています。なぜなんでしょ
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うか。この説明として、都道府県教育長協議会というものがあるらしいですが、ここで子供の所有

物に係る経費、言いかえると学校、家庭のいずれにおいても使用できるものに係る経費及び学級、

学年特定の集団全員が個人用の教材、教具として使用するもの、教育活動の結果として児童生徒個

人に還元されるものに係る経費を私費負担と説明をされております。この説明だと、教科書という

のは私費負担としか考えられませんが、家に持って帰ってみんなが使う教科書が現在無償ならば、

学用品も当然無償であるのが当たり前ではないだろうかと私は思っています。

教育費負担はさきの衆議院選挙でも争点の一つとなりました。学費の値下げ、負担軽減を求める

国民の皆さんの長年の運動が大きな変化をつくり出し、民主党が高校授業料の実質無料化を公約し

て実現をしました。一貫して学費を値上げを続けてきた自民党も、給付型奨学金の創設など負担軽

減を公約に上げるようになっております。

地方自治体でも、山梨県早川町ではことしから給食費、教材費、修学旅行費など義務教育に係る

費用を完全無償化にしています。早川町というところは人口１，２００人ほど、小学校が２校、中

学校が１校あり、子供の数は３校合わせて６３人の小さな町であります。この早川町の教育長さん

は、町の学校、子供たちの教育について考える際、まちづくりの観点から考える必要があるとおっ

しゃっておられます。子育て世代がまちづくりの中心を担ってくれているから、山村地帯のために

働くところが制限をされ自然環境が厳しいこの町において、一生懸命子育てをしている世帯を応援

したいとも述べておられます。

そういう中で伊根町では、近隣他町より手厚い教育予算や子育て支援を実施されております。し

かし、大変厳しい不況の中でリストラにおびえ、また給与が下がった人、先行きが見えない状況の

中で、子供や若者を呼び入れ子供をふやす対策の一つとして義務教育の無償化に一歩進めるべきだ

と思います。例えば、各教科のテスト代金、ドリル、資料集、一学期当たり１人２，０００円程度

かかると思います。また、体操服、習字道具、絵の具セットなどもみんなが買う物で、こういうも

のは公費で伊根町が負担してもよいものだと考えます。また以前、一般質問した給食費とか修学旅

行代金等もありますが、まず一歩こういうものの公費負担を検討するべきだと考えますが、教育長

さんの考えを伺います。

次に、学校の猛暑対策についてでございます。ことし２０１２年６月というのは、世界の平均気

温は１４．３７度を記録し、２０世紀に観測された標準値を１．０７度上回り、１８８０年から開

始された観測史上最も暑い６月になったとアメリカの海洋大気庁が発表をしています。実は１年前

の２０１１年６月も観測史上最も高い平均気温が観測されていましたが、ことしはそれをさらに上

回る数値となったということでございます。一昔前までは暑さの気象用語では、１日の最高気温が

２５度以上の夏日とか、３０度以上の真夏日でしたが、１日の最高気温が３５度以上の猛暑日とい

う用語を２００７年４月から気象庁が使い始めました。地球温暖化や都市化の影響などで、各地で

３５度以上になる日がふえてきたために生まれた用語で、全国の予報官が天気予報に使う予報用語

に盛り込まれています。さらにここ数年、スーパー猛暑などもよく聞く言葉となりました。私らの

若いころは、扇風機一つあれば昼も夜も難なく過ごせましたが、今はそんな時代ではないようです。

夏休み、家の中で窓を開放しておけば、午後は東側の部屋で昼寝をすることができましたが、こと

しはとてもそのような気温ではありませんでした。また、宿題は朝の涼しいうちにやっておけと言

われたものですが、ことしは朝から２８度くらいの気温で、涼しい朝のうちに宿題を済ませるとい

うような日がありませんでした。あいさつも、「暑いですね」という言葉を必ず入れてあいさつを

していたり、暑いと言って大きな声を出して気合いを入れながら、ことしの夏を乗り切った方も大

勢おられると思います。熱中症による救急搬送の急増、熱中症の死者数も相当数あることも毎日報

道をされておりました。

そこで、伊根町内の学校ですが、学校にはエアコンは必要ないだろうなというのが今までの、私

も含めての常識であったろうなというふうに思っております。しかし、近年の夏を経験して、今ま

での常識はもう通用しないと感じています。教室でもこれからはエアコンが必要ではないかと考え

ますが、教育長さんの考えを伺いたいと思います。

以上です。

○議長（宮下愿吾君） 石野教育長。
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○教育長（石野 渡君） それでは失礼します。

大谷議員さんの質問、教育の無償化、そしてエアコンの設置についての質問につきましてお答え

します。

初めに、義務教育はこれを無償とすると憲法に記載されていることを踏まえ、子供は地域の宝と

いう観点と保護者の負担軽減のため、教材費等義務教育に係る費用について無償化を検討、実施す

るように求めるとの質問であります。

公立小・中学校の授業料は、学校教育法第６条ただし書きの規定により無償です。また、教科書

代についても義務教育、小学校の教科用図書の無償に関する法律、教科書の無償法の規定により無

料です。憲法第２６条第２項では、すべての国民は、法律の定めるところにより、その保護する子

女に普通教育を受けさせる義務を負う、義務教育は、これを無償とするとうたわれています。少し

ここで義務教育の三原則というのがございます。機会均等、教育水準の維持、そして最後に無償化

でございます。しかしながら、教育基本法第４条第３項で、国及び地方公共団体は、能力があるに

もかかわらず、経済的理由によって修学が困難な者に対して、奨学の措置を講じなければならない

とうたわれている。また、学校教育法第１９条で、経済的理由によって就学困難と認められる学齢

児童または学齢生徒の保護者に対しては、市町村は必要な援助を与えなければならないとうたわれ

ていることから考えると、義務教育を受けるに当たって保護者は係る費用を負担しなくてもよいと

いう意味だけではなく、義務教育は原則無償と言えると思います。ただ、このことにつきましては

法の解釈との兼ね合いもありますので、議論が必要であろうと思います。

学校におきましては、児童、生徒、個人の用に供する教材は、義務教育無償の原則に触れるもの

ではないと解されていることから、必要な範囲で保護者の方からご負担をいただいているのが実情

であります。先ほど触れました機会均等、教育水準の維持等々に係る内容であります。伊根町内の

小・中学校では、児童・生徒１人当たりおおむね月額１，０００円、年間で約１万２，０００円程

度を保護者の方に負担いただいていることになります。

教材費等に係る費用はすべて町が負担するということにつきましては、大谷議員さんが言われて

います山梨県早川町―日本で一番人口が少ない町、本年９月１日現在の人口１，２３２名と聞

いております―では、子育て家庭が行政に積極的に支援し、安心して子供を産み、そして育て

ることができるまちづくりを目的として、ドリルや教科等いろいろな材料も含めて教材費及び校外

学習経費を対象経費として、本年４月から小・中学校教材費等無償化事業を施行されているところ

であります。しかし、早川町のように、本町がすぐに取り組めるかといえば、子供の人数等々含め

て、あるいは財政問題などなかなか厳しい状況にあります。近隣の市町の状況も参考にしながら調

査や議論を重ね、総合的に検討していきたいと思います。

次に、近年は猛暑が続く中、教室にエアコンの設置を早急に検討する必要があるのではないかと

のご質問であります。学校で気持ちよく学ぶために、文部科学省が定めた学校環境衛生の基準があ

ります。そこには教室の最も望ましい温度は、冬期では１８度から２０度、夏期では２５度から

２８度であると記述されていますが、この夏の温度は３５度を超える猛暑となり、９月に入りまし

ても暑い日が続いております。そんな中、子供たちは学校生活を順調に送っております。平成

２２年度ですが、この年も猛暑であり、その対策として扇風機を購入し設置したところであり、暑

さ対策に取り組んでいるところであります。本年も扇風機を使用しながらの授業であります。さら

に、先生、子供たちが窓の開閉等々含めて、暑さ対策、熱中症対策はそれぞれ積極的に、適切にや

っているところであります。しかし、子供たちは夏期休業期間中も補習、登校日、行事の準備、ク

ラブ活動などのために登校の機会が多く、学習環境、熱中症対策などを考えたとき、普通教室など

に冷房施設を整備することは近年の猛暑等から判断すると必要であろうとは思います。猛暑対策は

近隣の市町も同様であろうと思います。近隣の市町で冷房設備が整備されている学校は数校であり

ます。今後がどのような計画を立てて取り組んでいかれるかなどの情報の収集や計画を参考にしな

がら、管内での環境の格差が生じないように、伊根町の教育環境の整備に向け、財政の問題も含め

総合的に検討してまいりたいと考えております。

以上であります。よろしくお願いします。

○議長（宮下愿吾君） ９番、大谷功君。
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○９番（大谷 功君） 教育の無償化についてでございますが、１回ですべて完全無償化にせよと

いうことは言いませんので、できる範囲で一歩ずつ進めていただければ大変ありがたいというふう

に思いますので、よろしくお願いいたします。

また、２点ともの質問に対してでございますが、近隣の市町村を参考にというふうに何度も述べ

られます。今までの一般質問についても、近隣の市町村を参考にというふうに述べられております。

なかなか、近隣の市町村を参考にしておったら、いい対策でもいつまでもできないというふうに思

いますので、主体性を持った行政をぜひとも伊根町はやっていただきたいというふうにお願いしま

して質問を終わります。

以上です。

○議長（宮下愿吾君） 以上をもちまして、大谷功君の一般質問を終わります。

次に、サル被害の防止対策についてを通告議題とし、上辻亨君の発言を許します。２番、上辻亨

君。

○２番（上辻 亨君） それでは、通告書に基づいて質問させていただきます。

サル被害の防止対策について、農水省の発表によれば、平成２０年度京都府における野生鳥獣に

よる農作物被害は金額で７億４，０００万円、面積では８３０ｈａ、被害額、面積ともに近畿最悪、

金額では全国でもワースト５に入っています。しかし、農家の実感に近い生産額に対する被害率で

見れば、京都府は断トツの全国一です。さらに注目すべきことは、被害に耐えられなくなってつく

らなかった分は計算に入らないし、何よりも農業生産に希望が持てなくなる精神的被害こそ最大の

被害ではないでしょうか。被害の実態は数字よりもはるかに大きいと言うべきです。人工林がふえ、

山にえさが少なくなった、人口の減少と高齢化、温暖化でけものの生存率が高まった等、多くの原

因が言われていますが、より根本的には、農業、林業の衰退によって山のけものがせり出してきた

ことにあると思います。このままでは、けものが中山間地域における農業と集落の最後の追い出し

役になりかねません。農業と食料、地域経済、さらには環境問題としてもゆるがせにできない問題

に発展していると思います。本町でもことし特に多く野猿による被害を聞いています。民家に入っ

てくる、稲を食べる、電気柵が効かない等、野猿も知恵がつき、きょうまで被害がなかったものま

で被害が拡大しています。今年度、野猿の生息調査業務が取り組まれるようですが、現在実施され

ているようですが、どのような取り組みでしょうか。また、期間等をお聞きしたいです。

また、本町には野猿、イノシシを捕獲するためのおりを六十数基持っていると聞きました。おり

は野猿、イノシシおりと、町内の獣害被害の大きなところに設置し、管理されていると思いますが、

野猿おりに関して町内の数カ所を見に行きましたが、おりの中に草も生え、えさも入っていない。

また、役場横にある大型の野猿おりがありますが、えさも入っていないし、おりとして機能してい

ない、管理されていないように思います。町内で野猿による被害、食害等で悩んでおられる方もた

くさんおられます。おりを移動するなど、おりは捕獲するために設置されていると思いますが、も

う少し活用し、捕獲に努めていただきたいと思いますが、町長の考えをお聞きしたいです。

また、野猿被害、食害等、本町においてもあちらこちらで被害を確認したり聞いたりしますが、

野猿等に関する生態、行動、被害対策、情報提供など、被害が出たときの対処法、連絡先等を明記

したチラシ等を配布するのもまずは対策のひとつと私は考えますが、町長の考えをお聞きしたいで

す。

最後に、野猿を追い払う手段としてロケット花火などがあります。女の人でも野猿を追い払うこ

とが簡単にできる手段だと思いますが、本町には販売している店も少なく、夏を過ぎると購入が難

しくなります。野猿被害で困っておられる方が簡単に購入できるような取り組みの考えはないでし

ょうか。また、追い払い手段として全国でもさまざまな取り組みがあります。畑の周辺にトウガラ

シの粉を散布したり、また、ハエ取り紙を畑周辺を囲むようにつるすなど、新しい忌避剤等も研究

されているみたいです。本町では収穫間際に食い荒らされる、民家に侵入して室内を荒らされる、

屋根の瓦をめくられるなど聞いておりますが、まだ町内では人的被害の報告は聞いていませんが、

今後、人的被害も考えられます。野猿も知恵がつき、あの手この手で民家や畑に入ってきています。

本町でも追い払い手段として、女の人でもできるような簡単な、新たな取り組みの考えがあればお

聞きしたいです。
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答弁を求めます。

○議長（宮下愿吾君） 吉本町長。

○町長（吉本秀樹君） それでは、上辻議員さんのご質問にお答えをしたいと思います。

サル被害の防止についてでございます。

まず１点目の野猿の生息調査業務でございますが、９月１８日より２人体制であらかじめ定めた

曜日に振り分け、毎日、出没場所、時間、頭数等の出没状況の調査を行い、群れの数や構成、活動

エリアを把握していくこととしております。また、出没の調査については、以前調査のために個体

に仕掛けた発信機を利用する方法と、住民の協力を得て監視員に通報いただき確認を行う方法の

２つを計画しております。そして、それらの情報を集計し、グループごとの行動パターン、被害の

規模や種類を分析し、駆除が効率的に行える場所を選定し、えづけを進めていきます。後にその場

所に捕獲おりを組み立て、一斉捕獲につなげたく考えているところでございます。時期といたしま

しては、現在も進行中でございますけれども、えさのなくなる１１月後半からえづけを始めます。

そして、おおむね３月上旬捕獲予定でございます。

２点目の、捕獲おりの管理、利用に関するご質問でございますが、おりは現在イノシシ用が

６９基、猿用を１７基保有しております。しかしながら、その設置ができる有害鳥獣駆除従事者が

１５名であります。保有基数に対し管理のできる人員が大変不足している状況にあります。すべて

のおりを毎日点検、管理することが非常に困難な状況にあるわけでございます。そのような状況の

中でも、おりを管理できる範囲で最大限設置に協力いただいているものと理解しておりますが、絶

対的に人員が不足しており、地域の皆さんへ狩猟免許取得や設置したおりの管理についての協力を

お願いしております。このことにつきましては、議員さんのほうからもそういう事情をお知らせい

ただければ幸いに思いますし、またこの議員さんの中でも大谷議員さんですか、狩猟免許を持って

おられるのは。できれば若い議員さんはこういう狩猟免許を取られまして、その先頭に立っていた

だければ大変ありがたく思っております。

３点目の、野猿被害対策チラシや被害対策マニュアルの配布についてですが、平成２１年には伊

根町野生鳥獣被害対策協議会と伊根町地域担い手育成総合支援協議会の連名で行いました。しかし

ながらその後は行っておりません。また、猿の追い払い活動説明会は昨年度に全集落を対象に行い、

参加者数２６７名でございました。今後も定期的に議員おっしゃるように鳥獣害対策等のチラシ等

の配布を検討いたしたく考えております。

４点目の、追い払い用のロケット花火の件でございますが、以前より購入に関してのあっせんは

行っておりましたが、いつでも簡単に購入できるよう、Ａコープで終年扱いができないか検討して

いただいた結果、置くことは可能との回答をいただいております。今後はそちらを利用して購入い

ただくよう、広報、お知らせ板等で周知をいたします。またさらに、他の店舗でも扱っていただけ

るよう商工会へご相談もいたしたく思っております。

追い払いの手段で簡単にできる新しい取り組みがあるかとのご質問でございますけれども、これ

につきましては、これといってよい方策があるわけではございません。専門家によりますと、猿が

出没しましたら大きな声を出し、徹底的に追いかけ、追い払うことが基本と言われます。要するに、

こんなところへ出てくると痛い目に遭うぞと、それを思わせることが大事ということであります。

そして、このことを継続していくことが最も効果があると言われております。皆さんのご協力のほ

どよろしくお願いを申し上げる次第であります。

以上です。

○議長（宮下愿吾君） 再質問ありますか。上辻亨君。

○２番（上辻 亨君） 猿のおりのことなんですが、そこの大型おりもあって、せっかくおりがあ

るので、えさやって１基でも、あそこのおりだけでも何とか管理してほしいなという気持ちがひと

つあるんですが。

伊根地域で、ことしの春ですか、子猿が２頭入ったということを受けて役場に連絡があったらし

いですが、逃がしたと、撃ちに行く間にだれかが逃がしてしまったという報告をちらっと聞いても

おります。そういった、せっかく入ったのに逃がす人もおるので、おりにさわらないようにせえと

か、そういう警告もつけてみたりもしてほしいと思います。
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また、猿による被害なんですけれども、新しい取り組みとかなんですけれども、やっぱり個人個

人で取り組んでおられることがあると思うんです。いろんなトウガラシの粉をまいたり、さっきも

言いましたが、いろんな情報を、私はこういう取り組みをしておるんだということをわかったら情

報公開しながら、こういうやり方もあるんだということをチラシ等で本当に知らせていただければ

ありがたいというふうに思います。そういったことをお願いしまして、前向きに今後の取り組みも

考えていってほしいと思います。

以上です。

○議長（宮下愿吾君） 答弁されますか。吉本町長。

○町長（吉本秀樹君） 猿を逃がした人がおるとか、動物愛護といいましょうか、いろんな考えの

持ち主の方がおられまして、そういうことをされる方がおられるようであります。何とか注意して

やれるように、また早急に、人が少ないから無理なんですけれども、早急に処分できるように頑張

らせていただきたいなと思います。

議員からのご質問がありましたので、どういう予定で猿の一網打尽の計画をするにも、余り言い

たくないんですね。そういう方に聞かれますと、３月上旬にやるんかと言って、おりを立てとる最

中につぶしに来られたらたまったもんじゃないですから、ちょっとその辺はご理解いただきたいな

と思います。

また、いろいろと個々の方で対策を練られたり、また以前、議員おっしゃってられましたように

オオカミの尿ですか、それとか、いろいろと我々も聞いたり調べたりするんですけれども、結局の

ところ皆さんにお知らせするほどの確証がないんです。こうやったらあれだという話は聞くんです

けれども、実質ずっと調べていきますと、皆さんにそういうものを例えば用意してもらったり、購

入してもらったりして、実際に効果があるんかどうかというのが、なかなか確証の得られる方法が

ないもので我々もちょっとちゅうちょしておるわけでございます。我々もそちらのほうも研究させ

ていただきたいと思います。

以上です。

○議長（宮下愿吾君） 以上をもちまして、上辻亨君の一般質問を終わります。

休憩をいたします。１０分少しなりますか、１０時５０分に再開をいたしたいと思います。よろ

しくお願いします。

休憩 １０時３８分

再開 １０時５０分

○議長（宮下愿吾君） 再開をいたしたいと思います。休憩前に引き続き会議を開きます。

次に、不在地主の廃屋の取り扱いについてを通告議題とし、泉敏夫君の発言を許します。８番、

泉敏夫君。

○８番（泉 敏夫君） 失礼いたします。

通告書に従いまして一般質問をさせていただきます。

質問内容としましては、不在地主の廃家の取り扱いについてということでお願いしたいと思いま

す。

伊根町の人口減少に伴い、各集落において不在地主、不在家主が増加しております。本来その土

地、家については、その持ち主が管理するのが筋でございます。しかしながら、その土地を離れ、

世代が何代もかわることにより集落と地権者は疎遠になります。土地や建物のみがそのまま残って

おります。これは伊根町ではございません。最近はあちこちにそれらが見受けられております。現

在、各集落におきまして廃家が点在しており、今にもつぶれそうな家も多々あり、ことしの大雪で

崩れた廃家もあります。本来、各集落がその地権者を見つけ話をして、処分するのが本来の方法か

と思います。しかし、法務局等で地権者を調査しても相続登記がなされない廃家は、地権者がわか

らずその処理に苦慮している集落もあります。最近は特に全国的にもテレビ等でも報道されており

ます。

この廃家対策といたしまして、町が集落にかわる地権者を調査することは可能でしょうか。また

この地権者不明の場合、行政が廃家を適切に処理する方法はないでしょうか。町長さんの答弁をひ

とつよろしくお願いします。
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○議長（宮下愿吾君） 吉本町長。

○町長（吉本秀樹君） それでは、泉議員さんのご質問にお答えをしたいと思います。不在地主の

廃屋の取り扱いについてでございます。

伊根町では、土地、家屋の所有に関する照会は不動産登記に記載してある事項について、地番を

申し出ていただきましたら、土地、家屋の所有者の氏名、住所について回答をさせていただくこと

としております。しかしながら、相続登記がなされていない物件の所有者や未登記の家屋の所有者

に関する事項は、地方公務員法第３４条及び地方公務員法第２２条に抵触するものと考えておりま

すのでお答えができないわけでございます。いわゆる守秘義務でございます。

具体的には、法務局で調べることのできる情報の範囲ならば、伊根町としても回答可能でござい

ますが、相続登記されている所有者と異なる納税義務者の氏名等はお教えすることができないわけ

でございます。また廃屋対策として、町は集落にかわり地権者の調査を行うことは、課税情報収集

のための調査は必要でありますし可能であります。しかしながら、その知り得た情報をお教えする

ことができないわけでございます。

次に、所有者不明の廃屋に係る行政の適切な処理方法についてのご質問ですが、所有者不明の廃

屋であってもその所有者の同意なしに財産を処分することは、刑法に抵触するため原則として対応

ができません。これらの問題を対処する場合、有効な方策といたしましては、所有者に対し所有建

物の処分に係る最終的な措置、対応を記した書面を事前に取り交わしておくことが重要とされてお

ります。

伊根町といたしましても、今後こうしたたぐいの条例等を制定していきたいと思うんですけれど

も、大事なことは各集落集落でそのような書面をつくって、今後だれもいなくなるようなことが想

定されるときには、私はこういうことに同意しますという、そういう書面をお互い取り交わしてお

く、そういうことが大事ではないかと言われております。

このことを前提といたしまして申し上げますと、所有者あるいは管理者が特定されている場合は、

これは建築基準法第１０条の規定によって、危険な建物について指導、監督もしくは最終的な措置

としての除去命令ができるとなっております。しかしながら、今申し上げましたことは、この規定

は建築主事を置く京都府もしくは政令指定都市が対象でございます。本町の場合は建築基準法では

なく町独自の条例制定により廃屋対策が可能であると考えており、その方法は極めて危険な廃屋な

どの撤去に向けて指導や勧告などでございます。また、危険度が著しい場合は、行政代執行による

強制的撤去も可能となります。

現在、本町は景観行政団体となっており、景観条例の制定を今検討しているところであります。

景観条例でこれらの景観を阻害する廃屋等も含め、所有者への指導、勧告、撤去を行う上の規定を

定めることができますので、他市の事例を参考にしながら検討を進めたく考えております。

以上でございます。

○議長（宮下愿吾君） 泉敏夫君。

○８番（泉 敏夫君） ありがとうございます。

美しい村連合等にも影響してこようかと、そういう廃家があれば特に美しい村連合にも影響して

くると思われますし、また例えば、伊根町転出されるのか、出られるときに例えばこの家を何とか

するとかいうような一筆はとっていけるような方法みたいな、そういう対策を講じて考えて条例が

要ればつくったり、つくっていくとかいうことでしていかないと、集落において大変迷惑がかかっ

ておるように聞いておりますので、その辺ひとつ十分検討していただきたいというように思いまし

て、私の質問を終わらせていただきます。

○議長（宮下愿吾君） 以上をもちまして、泉敏夫君の一般質問を終わります。

次に、入札制度について及び命の道（立石から亀山間）の整備について、並びに空き家を生かし

た観光拠点整備についてを通告議題とし、濱野茂樹君の発言を許します。３番、濱野茂樹君。

○３番（濱野茂樹君） 失礼いたします。政風会の濱野茂樹でございます。

通告に従い一般質問を行いますが、私の所見を申し上げてから質問をしたいと思います。

地方自治体は首長も議長もそれぞれが住民の直接選挙で選ばれる２つの民意で運営されておりま

す。国会議員が国会で首相を選出し内閣をつくる議院内閣制とはこの点が異なります。政府と与党
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が一体となり、国会とは異なり、地方議会は首長の執行機関とは独立、対等の立場であり、執行権

を持つ首長と議決権を持つ議会が互いに牽制して均衡を保つことが本来の目的でございます。議員

は各種団体や地域が送り出す代表で、首長は自治体全体の運営を託され選ばれます。選ぶ基準が違

うのだから、両者がぶつかり合うことは避けられない関係にあるのが当たり前であります。議会は

議決権を持ちながら執行責任を負わずに来たが、議案チェックだけが議員の仕事というならオンブ

ズマンと変わらないと言えるのではないでしょうか。

ご存じのように、我々議員の一言一句は取りも直さず住民の意見であり、住民からの声であると

いうべきであり、議員が行う質問や質疑、討論は同時に住民の疑問であり、意見であり、表決にお

いて投ずる一票は住民の立場に立っての真剣な一票なのです。ましてやこのことは、議案の大きい

小さいなんてことはあり得ません。先日の私の質問に町長さんが回答されましたように、当然議決

に参加する我々議員にも町長さん方と同様、住民の皆さんへの説明責任もございます。また、以前

から申し出ているように地方は町長と議会の二元代表制なので、与党たるものは存在しません。自

分たちの政治的な立場からけんけんがくがくの議論ができないことは、政党政治の死を意味します。

そうした遠慮によって議論が貧弱になることは、我々に付託してくれた町民への背信とすら言える

わけです。今後も引き続き、さまざまな立場を超えて真の町民の立場で議論してまいりたいと思い

ます。

では、一般質問に入らせていただきます。今回は入札制度について、そして立石から亀山間の道

路整備について、空き家を生かした観光拠点整備についての３点を通告に従い、心を込めて質問さ

せていただきます。

１点目の入札制度についてでございます。

地域経済振興に関して注目されているキーワードとして、地域内再投資力という言葉がございま

す。人、物、お金、情報など、地域の資源を地域内で循環させ、外から入るお金をできるだけ外へ

逃がさないという考え方でございます。農水産業ですと地産地消という運動が全国でも盛んに取り

組まれておりますが、これも一つの地域内再投資力でございます。当町でも平成２３年３月に伊根

町地産地消推進方針が策定され、平成２４年第１回定例会では早急に伊根町地産地消推進協議会を

設立し、推進体制の整備を図り、伊根町地産地消推進方針に基づき一つずつ具現化できるよう進め

ていきたいとご答弁いただいており、現在着実に具現化に向けた取り組みがなされているものだと

思います。地域内再投資では農水産物だけでなく、中小企業者は自分たちが地域の経済を支えると

いう自覚と誇りを持ち、住民は自分たちの消費活動が地域経済に貢献しているという自覚を、そし

て行政はこの地域内再投資を可能にする産業構造、流通構造、消費構造、企業間の連携などを支援

するという考えでございます。町長さんからも昨年１２月の定例議会の私の一般質問に対して、町

外からの金を稼ぐということが地域の活性化につながることは異論がないところであるというご答

弁をいただいております。

伊根町の入札制度は、特殊なものを除き指名競争入札で実施されております。その方法は予定価

格を事前に指名業者に公表し、最低制限価格を設定し、入札後に最低制限価格を業者に報告、また

公開する形で実施され、また前述に寄りがたい特殊な工事や業務委託については従来の予定価格の

設定による指名競争入札で実施されており、地元貢献度を考慮した入札制度ではないと認識してお

ります。この背景には、本町のように建設業、電気設備事業者、建築事業者が少なく小規模である

ため、一般競争入札の導入は地元業者にとって厳しい条件となることが予測され、本町になじまな

いということが言えるのだろうと思っております。町内事業者の育成確保を図るためには、町内業

者を優先した指名競争入札が賢明な判断だと思いますが、国土交通省や京都府では総合評価入札方

式などが検討実施され、入札価格に加えて品質向上といった価格以外の要素も含めて業者を決定さ

れておられます。このような入札の業者選定には最低２カ月の審査機関を要しており、当町がその

ままこのような入札方式を導入することは困難なことと推測いたします。しかしながら、伊根町で

働く場所がないのであれば、伊根町外の事業者に町民を雇用していただき、伊根町から通勤いただ

き、せんだってご答弁いただきましたように、町外からお金を稼いでいただくことが地域の活性化

につながるわけです。

そこで、現在の入札参加資格申請書に伊根町の雇用者数を記入する欄を設け、指名委員会で指名
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業者を選定する際には、業務内容や工事請負実績等の判断材料に加え、伊根町民の雇用者数も判断

材料に加えることで、町外における雇用場所の確保を図ることも必要ではないかと思われます。

また、伊根町の発注工事価格は安価な場合があり、請負業者の一般管理分を充足するに至ってい

ないケースもお聞きします。また、近隣市町外の業者が落札し施工する工事では、地元に対する配

慮すらない状況が見受けられます。加えて、こうした制度では安定した受注ができないため、地域

内の建設業者の疲弊が顕著となってきており、このままでは除雪や災害復旧への対応が困難となる

おそれも生じております。そこで、地域の雇用を維持していく観点からも地域内再投資力の強化を

図るため、町独自の入札参加資格申請書を策定し伊根町民の雇用者数を明記するなど、公共工事に

おける入札参加資格を見直しするとともに、地域の雇用を維持していく観点から最低制限価格につ

いては国・府の基準に設定するなど、地域内再投資を可能にする産業構造、流通構造、消費構造、

企業間の連携などを支援すべく入札制度を改正する考えがないか、町長さんにご所見をお伺いいた

します。

続きまして、立石から亀山間の道路整備についてでございます。

重要伝統的建造物群保存地区に選定されてから、着々と景観保全に向けた住宅修景事業が進めら

れており、観光面、文化財保護の観点から見ますと着実に成果が出ていると言っても過言ではあり

ませんが、防災面から考えますと平成１６年の台風２３号でも立石地区の裏山が崩壊したことは事

実であり、また過去には大規模な火災もございました。住民の安心・安全が保たれているとは言い

がたいものがあると思われます。また、有事の際は船があるから船で避難すればいいというご意見

もあるようですが、すべからず船をお持ちだとは言えない状況だと思います。船での避難を考える

のであれば、大型船で輸送できるような民間との災害援助協定等も視野に検討すべきだと思います。

災害に強いまちづくり、とうとい人の命を守るためにも立石亀山間の裏山の道路が必要です。以

前の答弁では各関係機関とも十分な調整を図りながら慎重に検討したいとお答えいただいておりま

すが、今でもそのお気持ちは変わりはないものだと思います。また、この立石から亀山までの家屋

裏の道路整備は伊根地区から常々要望されている案件で、町から地区への取り組み状況報告では、

京都府等の事業で道路改良を京都府へ要望するとご回答されております。また、伊根町商工会でも

本件に関連して安全・安心のまちづくりを構築する最優先課題、最優先に取り組むべき課題と考え、

京都府に対し次のように要望されています。

伊根湾沿い、府道伊根港線におきましては、母屋と舟屋が密集して立ち並び、急傾斜の山側で土

砂崩れ、民家火災の延焼等が想定され非常に危険な状況であること、舟屋群等観光資源の活用にお

きましても観光振興に大きく寄与する考えから、舟屋の里公園付近から山手においてバイパス等を

延伸し、亀島地区を経由した防災道路の整備を実施していただくよう京都府へ対し要望しているの

は町長さんもご存じだと思います。この案件につきましては、再三再四この議会の中でも一般質問

されております。国・府ともに財政状況が厳しい中、２０億円とも言われる事業費、また町内の事

業中箇所の進捗状況を踏まえ、厳しい状況であるということは十分承知しております。また、重伝

建地区の関係、急傾斜工事を付した民家の上の山肌に道路をつくるということが、防災の観点から

いいのか悪いのか議論を要すことも以前の答弁から十分承知しておりますが、想定外の災害等で立

石亀山間の袋小路の道路が寸断され、欠落した等の場合においてとうとい人の命を救うためにも、

この避難道、命の道は欠かせないというふうに思います。整備する考えはないか改めてお伺いしま

す。

また、平成２３年第２回定例会議会等一般質問以後の本質問に対する京都府への要望の進捗状況

及び今後のどのように進める方針なのか、町長さんのご所見をお伺いいたします。

最後に、空き家を生かした観光拠点整備についてお伺いします。

観光庁国際交流推進課の試算によりますと、定住人口が１人減少した分の経済効果を埋めるため

に必要な金額は、国内の日帰り客であれば７９人、宿泊客であれば２４人分の旅行消費額に相当す

ると言われております。また、専門家の意見によりますと、人口の減少や団塊世代の高齢化等によ

り、今後国内の旅行者数自体が減少し、観光客の激しい獲得争いがされていくことも予測されてお

ります。積極的に観光振興を推進し観光客を呼び込むことは、少子高齢化社会で成熟したこの社会

においての交流人口の拡大、需要の創出による経済の活性化に対して有効であり、伊根町の交流人
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口５０万人を目指す上でも必要だと思います。

現在旅行者は、旅行会社が企画する団体旅行では満足できなくなっており、個人旅行へのシフト

が顕著に進んでおります。今後ますますこの傾向は加速していくとも言われております。個人旅行

者は団体旅行と違い、大型バスでは伊根町に訪れません。自家用車か公共交通機関により来られま

す。また、遠方からの方や年配の方は公共交通機関を頼るケースが多いことは今ここで言わなくて

も周知のとおりでございます。自家用車の方は別として公共交通機関で伊根町に訪れた際、また来

る際、舟屋の町並みに観光施設が散在しているため、自動車でないと見たいところへは行けないな

ど、海上タクシーやレンタサイクルは今ありますが、伊根地区内での２次アクセスが不便な状況は

否めません。

また、舟屋を散策された方からは、現在散策道が舟屋の里公園から下に向けて修繕整備中ですが、

観光案内所が道の駅にあるので遠くて行けないといった意見も、そして舟屋の町並みに休憩すると

ころや食事どころが少ないといった意見も聞かれます。舟屋の町並みの中に観光拠点と２次交通の

整備が必要だと考えます。幸いにも伊根町の空き家バンクには、現在伊根地区の３軒を含む７軒の

物件が登録されております。その中には舟屋も含まれております。例えば、空き家となった舟屋を

町が買い上げまたは賃貸し、舟屋の町並みに空き舟屋を活用した環境拠点を整備することにより公

共交通機関で来られた方に対し町内施設への誘導ができ、また空き舟屋を活用することで要望の多

い舟屋の内部見学ができ、かつ町並み散策の休憩に利用してもらえ、舟屋の２階部分は開放してい

ただき、カフェや町長がよくおっしゃるイタリア料理店などにテナントをお貸しすることもできる

のではないでしょうか。以上のことから、舟屋の町並みに舟屋を活用した環境拠点は必要と考えま

すが、町長さんのご所見をお伺いいたします。

空き家バンクに関係いたしまして、先日首を傾けるような、ちょっとどうなのかなというような

出来事をお聞きしました。ここでお話しさせていただきます。

空き家バンクですが、制度自体空き家提供側と利用者の町に対するマッチングは伊根町へふさわ

しい人を町内へ誘導するためにはなくてはならないものと思います。しかしながら、先日東京から

空き家バンクに登録してある物件を見ようと、平日にカップルがわざわざ伊根町へ訪れてこられま

した。事前に内部見学について町に連絡していなかったからか、役場に行っても門前払いで物件の

所在すら教えてもらえず、外観すら見られずに東京のほうにお帰りになられました。事前に連絡が

なかったのは事実のようですが、町のホームページに見る限り、空き家利用登録申込書を提出すれ

ば情報を提供するとあります。その場で記入してもらうなりして情報提供することはできなかった

のかと、せっかく東京から来られたのに残念に思います。当日申込みでは情報提供できないのであ

れば、ホームページ等でもう少しわかりやすく情報を記載する必要があったと思います。職員向け

のおもてなし研修も実施されているようですが、もう少し親身にお話を聞いていただきたかったな

と思いました。

今後こうしたことがないように努力いただきまして、一般質問とします。ご答弁よろしくお願い

します。

○議長（宮下愿吾君） 吉本町長。

○町長（吉本秀樹君） それでは濱野議員のご質問にお答えしたいと思います。

それと一番最後に耳の痛いお話を聞かせてもらいましたので、それについては当方でも調べさせ

ていただきまして、そういう事実に対しては対処させていただきたいと思います。

それではまず初めに、入札制度についてのご質問からお答えをさせていただきます。

入札制度は、地方自治法に規定されておりまして独自の制度化ができません。当町の契約規則に

ついても、これら法令に基づく規則としております。

次に、最低制限価格の基準でございますが、当町は国が定める低入札価格調査基準価格により定

めており、国の基準に準じた最低制限価格の設定を行っております。

次に、入札参加資格申請書に係る町独自の見直しについてですが、伊根町では入札参加資格審査

申請書をもとに指名業者、登録業者を作成しており、指名競争入札の際は当該名簿に登録されたも

のから指名することとしております。指名業者登録名簿には工事等の実績、従業員の数、その資本

の額、その他の経営の規模や状況、技術的適性等が記載されております。また、指名する際は指名
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運営委員会が契約内容に応じて確実な履行が期待できるか等を検討し指名しており、現行の申請書

で十分事は足りているように思います。ちなみに、昨年の土木建築発注が町内業者に５億

３，６８８万円、そして町外というんですかね、うちの指定していない業者が９，２２９万円、で

すからほとんど８割方、町内業者の皆さんにとっていただいております。そういう状況でもござい

ます。

そうでありますので、そういう現状もございますけれども、公共工事の契約に関する入札につい

ては、適正化法も含む法令は機会均等、公正性、透明性、経済性を確保することを意図しておりま

す。当然住民の皆さんもこれは求めておられることと思います。入札制度とはそういうものでござ

います。だれが見ても明快で公明正大であるべきに思います。議員おっしゃられます、るるおっし

ゃられましたけれども、企業間の連携等を支援するために入札制度をいじるというようなことは、

私は考えておりません。そして現状は、先ほど申し上げたとおりでございます。また、基礎のほう

でやりかえてということで、でもこれはなかなか痛しかゆしでありまして、伊根町民をたくさん雇

って人数でいくと、逆にいくと大手のほうが人数としては、率ではないですよ、人数としては多い

ということがあって、そこによい点数をつけるというのは、またいろいろと問題がある。なかなか

複雑でありますので、その辺のところのご理解をよろしくお願いしたいなと思います。

次に、想定外の地震・津波を想定した亀山地区避難道路整備についてでございます。

先ほどちょっと商工会のほうの要望とか言われましたけれども、今回は命の道ということで、そ

の災害の安心・安全という面からお答えをさせていただきます。

想定外の地震・津波でありますけれども、大津波の場合はピンポイントの立石亀山間がどうとい

う問題ではなかろうかと思います。伊根町を超えて丹後半島、若狭湾、それを超える範囲の問題で

ありますので、そのことには置いておきたいと思います。想定外の大地震で立石亀山間の道路が寸

断、または欠落した場合は、これにつきましては災害の規模にもよりますが、これを復旧するのが

第一の対策であると考えております。また、一分一秒を争う緊急時ならば船舶による海上搬送、避

難が有効でございます。当然、亀山地区の皆さんが全員すぐ即避難しなければいけないとなります

と、それはしかるべき機関のそれなりの容量を持った船を調達いたします。

現状の立石亀山間の道路は、寸断されるほどの地震が起きた際、裏山に新設する道路が無傷とい

うことは考えにくいわけであります。どちらかといえばその道路のほうが先に崩壊、寸断され機能

しないほうが多いかと思われます。また、急傾斜工事を済ました居並ぶ民家の裏山に道路をつくる

ということは、想定を超える地震の際は逆に土砂災害の要因となりかねず、防災の観点からはかえ

って危険ではないかと考えられます。また、想定外の地震が発生し生活道路が寸断され孤立すると

いう状況は、何も耳鼻亀山地区に限った話ではございません。議員冒頭おっしゃられましたように、

議員の皆さんは地区の代表ではありますけれども、伊根町の代表であります。伊根町内では薦池地

区も同様であります。同じような環境であります。菅野、河来見、長延、畑谷、ここに至っては現

道と林道しかありません。そのような大災害が起きた場合、現道が寸断されるんですから、林道が

そのままということは考えにくいわけであります。伊根町内至るところで集落が孤立した状態にな

ると想定できます。そういう意味からいうと、まだ海で行き来できるほうが万が一のときは避難等

の対応はできると考えております。

そうではありますけれども、伊根町もいろんな課題は山積であります。あれもこれも、これもあ

れもということがたくさんあるわけであります。そういう中におきまして、この伊根だけじゃない

ですね、大地震ですからね、近所では山田断層というものがあって想定はできるんですね、

７．６ぐらいの地震が起きる可能性は想定できます。しかしながら、この地域にそのような大地震

が起こることを想定して生活道路が崩壊、孤立するであろう集落すべてにやるとなれば、別に今申

し上げましたように亀山だけの問題じゃないわけです。すべての集落に別ルートの避難路を整備を

行うということが、安心・安全のためとはいえ現実問題として必要なことか、想定すべき課題か、

大変議論を要するところではないかと思うわけでございます。

また、平成２３年６月定例会以降、この件について京都府への要望は、公式要望はしておりませ

ん。公式に対しては非公式ということになってしまうかもわかりませんけれども、振興局長さん、

土木事務所の所長さん等お話はさせてもらいますけれども、これは公式な要望をしたわけではござ
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いません。しかしながら、ここでご紹介をするほどのよいお答えはいただいていないわけでござい

ます。そうでありますから、進捗もしていないわけでございます。前回の答弁同様、検討課題であ

るとそう認識していると、そういう答弁をさせていただきたいと思います。

次に、３点目に空き家を生かした観光拠点整備についてでございます。

現在、観光案内所は舟屋の里公園の中で伊根町観光協会により管理運営されております。この施

設は言うまでもなく伊根町の交流の拠点施設であり、案内所として十分な機能と効果を発揮してい

るものと考えております。空き家を生かした案内所を備えた観光拠点整備でありますが、さきに述

べましたように、案内所は来場者が多い舟屋の里公園が現段階では最善と考えます。また、空き家

を観光の拠点に整備することは、空き家というものは規模も小さくなりますし点在をしております

ので、拠点というのはなかなか難しいものがあろうかと思います。しかし、例えば議員もおっしゃ

られましたように、公開の舟屋であったり、舟屋カフェであったり、特産品売り場、お食事どころ、

そういった観光施設、観光資源づくりは可能であろうし、伊根町の観光振興に大いに一役買ってく

れるものと思っております。我々も検討中でございます。

京都縦貫の完成ももう目と鼻の先でございます。増加が期待される観光客の受け皿の観点からも、

我々も必要なことであろうと考えております。しかしながら、持ち主の意向がございます。空き家

の取得や賃貸等には大きな課題があるわけでございます。手法、時期、場所等は今後しっかり検討

させていただきたいと思っております。

以上でございます。

○議長（宮下愿吾君） 再質問ございますか。濱野茂樹君。

○３番（濱野茂樹君） 入札制度につきまして、非常に丁寧なご答弁いただきましてありがとうご

ざいます。なかなか私もその人数によるのか割合によるのか、すごくいろいろ悩んだところでござ

います。その点も踏まえて今後どういった方法ができるのか、町側としてもぜひご検討いただきた

く思います。

２点目の命の道についてでございますが、当然袋小路となっている道は伊根町各薦池をはじめ存

在しているわけです。ですが林道とか、そういったもので避難できる場所があるところもあります。

私が思いますに、この立石亀山間、裏山を通すというのは要望ではありますが、なかなか災害時に

おいて機能をどこまでするのか考えるところではあることは事実です。ですが人が歩けるような、

例えば一車線片側交互通行までもいかなくても林道のような道であれば、私は何とか景観上問題な

く設置が、場所がすぐ裏山という形になるのかどうかは別です。大原とか回る方法もあるでしょう。

いろいろ考えることができるんではないかなと、知恵を出せばできるんではないかなというふうに

思います。また、住民さんのほうからも、このバイパスについては何らかの形で実現していただき

たいという多くの声を聞かしていただいております。今後ぜひ町のほうでもご検討いただいて、京

都府へ並びに国に対しての要望の際には、私どもも一生懸命頑張ってまいりたいというふうに思い

ますので、何とぞご検討よろしくお願いします。

最後の空き家の関係でございますが、道の駅に案内所があると。本来道の駅は副町長さん、そこ

の社長でいらっしゃいますのでよくおっしゃるのですが、一括管理が望ましいということも聞いて

おります。一括管理であれば私は道の駅の管理者がここの観光案内はなす、すべきだろうと思って

おります。ぜひ今前向きなご返答いただきましたので、その中に今の観光協会なりを置いていただ

く形をご検討いただきたいなというふうに思います。

以上です。

○議長（宮下愿吾君） 町長、答弁にされますか。要望でよろしいですか。よろしいか、答弁は。

○３番（濱野茂樹君） はい。

○議長（宮下愿吾君） 以上をもちまして、濱野茂樹君の一般質問を終わります。

これをもちまして、本定例会における一般質問の全部を終わります。

暫時休憩します。

休憩 １１時３１分

再開 １１時３２分
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◎ 日程第３ 議案第４４号

○議長（宮下愿吾君） 再開をいたします。休憩前に引き続き会議を開きます。

日程第３、議案第４４号 平成２３年度伊根町の歳入歳出決算認定についてを議題とします。

最初に、議案第４４号 平成２３年度伊根町の歳入歳出決算認定についてを議題として、これか

ら討論を行います。

まず、原案に反対者の発言を許します。ありませんか。ないようです。

次に、原案に賛成者の発言を許します。９番、大谷功君。

○９番（大谷 功君） それでは、平成２３年度決算認定の討論に賛成の立場で参加をいたします。

本決算は一般会計において実質収支７，９４１万５，０００円の黒字決算で、財政調整基金を取

り崩さずに５，１５７万５，０００円積み立て、決算時の現在高１０億２，０４９万５，０００円

とし、また減債基金も４億２，２６２万９，０００円にまで大きく積み立てをしました。起債の残

高も毎年減少傾向であります。

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は２２年度対比１．０％ふやしましたが、公債費比率は

２．２％減らし９．７％とし、ここ近年の財政の良好な数値を今年度も維持発展をしました。

地方交付税の算定について、国勢調査人口等の減により交付税額が減少をしたり、国庫補助金で

各種臨時補助金がなくなったことから大きく歳入額が減少しているものの、伊根町財政計画に沿っ

た町債発行抑制と良質債の活用や財政計画との比較でも、町民負担を以前の状態に戻しながら財政

的に当初の計画的以上に健全化をしていることは、町長を先頭とした職員の努力があらわれた決算

で大きく評価をするものであります。

今年度の事業では、高校通学費等補助金、民宿開業支援事業、活き生きまちづくり応援事業、町

道改良の進捗、実践農業支援整備事業、浄化槽維持管理補助金、有害鳥獣対策事業、未登記物件登

記事務の進捗、町営バス運行事業、空き家を活用した定住促進事業、町営住宅の建設事業、災害配

慮者支援事業、高齢者買い物支援事業、緊急通報体制事業など、安心して暮らせるまちづくり、子

育て支援、町民との対話に努力されていることも大きく評価をするところでございます。

今後とも財政計画にのっとりながら、必要なところには集中した財政出動を行い、さらに町民要

望にこたえるよう期待をしたいと思います。

また、人口の増加は日本全体で人口減となっている状況で、伊根町の人口をふやすことはかなり

難しいことではありますが、せめて町民の若者比率を徐々にふやす対策について、今後ともさらに

検討を加えることが必要ではないかと思っております。さらに、ことしも町税の不納欠損が発生し

ましたことは大変残念なことであります。こういう事態のないよう対策強化に努めていただきたい

と思っております。

次に、特別会計でございますが、国保会計ではこれまで誇っておりました２３年間継続していた

国保税の１００％収納が３年連続して達成できなかったことは、大変残念な結果であります。他町

と比べ収納率はいいものの、憂慮すべき事態であります。地方税機構と連携を密にし、対策強化に

努めていただくことを望みます。また、ここ近年大変若くして体調を崩される方が増加している気

がしております。大変残念なことでございます。町にとって大きな人材の損失であります。健康診

断や病気の予防など健康増進事業、保健指導の徹底強化について、さらにご努力をいただくことを

強く望みます。

下水道会計につきましては、２２年度より着手しています伊根地区漁業集落環境整備事業、大き

なおくれが出ないよう、計画どおりの供用となるようご努力をいただくとともに、工事に伴う町民

への影響について十分なご配慮をお願いしたいと思います。

介護保険会計では、町内でも高齢者の虐待、認知症の進行などによる権利擁護の問題など、高齢

者問題の相談は決算附属書で比較しても確実に増加をしており、被害の予防防止、問題解決への的

確な対応が求められております。また、施設入所の希望者も増加していることなど、住みなれた伊

根町で活動的に、かつ尊厳ある生活が継続できるようご努力をいただきたいと思います。

そのほかの会計につきましては、特別申し上げることはございません。

以上、伊根町がさらに町民の命と暮らしを守り、町民に夢と希望を与える政策の実現と住民参加

の取り組みで、町民みんなが活気のある小さくても元気な伊根町を目指し、町民にとっても他町か
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ら見ても魅力あるまちづくりに今後も一層邁進されることを期待しまして、賛成の討論といたしま

す。

以上です。

○議長（宮下愿吾君） ほかに討論はありませんか。７番、三野三千彦君。

○７番（三野三千彦君） ただいま議題に上がっております平成２３年度一般会計決算につきまし

て認定すべきであるという立場から討論をいたします。

伊根町においては自主財源が少ない中、また厳しい財政状況の中にあって、町理事者は既存財源

の確保に最大限の努力をされたことと思っております。一方、歳出におきましては、管理経費の節

減に努力されたことと思っております。財政運営の効率化、健全化に注意を払ってきたのがこの決

算であると思われます。

２点ほど申し上げたい点がございます。歳出決算額が４０億３，４６７万７，０００円で予算減

額に対する執行率は８９％であります。予定をした歳出を執行しないがために繰越金が生じたので

あれば、それはよくないことであります。また執行率８９．５％はどうなのか、今後検証しなけれ

ばならないというふうに思っております。

次に、各科目において不用額が多いことを質疑等で指摘されております。なぜ不用額が多いのか、

考える必要があるのではないかと思っているところでございます。また、この予算に計上された額

を何でもかんでも全部使い切ってしまうことが良であるということは限らないのであります。計上

された予算を創意工夫、努力によって節減をしながら所期の成果を掲げたのであれば、その苦労は

大変大きいものであると考えております。また、こういったことに対して批判するべきものではな

いと思っております。

今後においても長期的展望に立つ財政運営の確立を期し、百年の大計を誤らないよう細心の注意

となお一層の努力を重ねますよう特に要望を申し上げ、私の賛成討論といたします。

○議長（宮下愿吾君） ほかに討論はありませんか。６番、松山義宗君。

○６番（松山義宗君） 平成２３年度伊根町歳入歳出決算認定につきまして、賛成の立場で討論い

たします。

一般会計決算は２７億５，０００万と、当初の歳入から１０％減となりました。伊根町は自主財

源に乏しく、地方交付税等に依存した財政運営の中で職員の努力、関係者の努力、町民の皆さんの

協力により、事業を実施できたことは十分に評価に値すると考えます。着目すべきは行政のための

決算ではなくて、行政手法により地域の状態や町民生活の質に変化がうかがえるか否かが重要であ

ると私は思います。事業、プラン、実行、評価、改善、修正、さらには予測を討論しながら補正ま

たは次年度予算に反映することが決算の目的と考えられるからです。当町においては事業本数が多

く、適正定員管理の取り組みにより職員数も減少の中で、そういった試みではありましょうが、事

業評価こそ取り組むべき決算手法と思います。

次に、特別会計ですが、住民生活に直結した事業が多く、より高度なサービスをより小さなコス

トで提供するという難しい課題を抱えております。逆に非効率な事業運営や不健全な財政はそのま

まサービスの低下や料金アップといった形で住民にツケが回って来ることを勘案すると、法定外繰

入金も容認すべきところでございます。特に国民健康保険特別会計事業については、人口減少、高

齢化、受診数等の減少にこれを直視しますと、事業の合理化が緊急課題となります。

最後に基金の使途ですが、災害時の備えや中学校統合建設費の一部に充てるなど、将来に備える

ことも必要ですが、現在の伊根町はとにかく人の減少に歯どめがかからない状態にあります。事業

実施や運営も極めて厳しい状態にあります。とにかく人をふやすための施策が緊急に必要であり、

その目的に応じた基金を取り崩すこともやむを得ないというふうに考えております。町民のニーズ、

行政課題はますます多様化しますが、財政環境、緊急度などを勘案され、議会も一緒になり町民の

負託にこたえられるような町政運営を期待し、私の賛成討論といたします。

○議長（宮下愿吾君） ほかに討論はありませんか。１番、和田義清君。

○１番（和田義清君） それでは、平成２３年度一般会計及び特別会計歳入歳出決算認定に対し、

政風会を代表して賛成の立場で討論に参加いたします。

まず、一般会計歳入２７億５，５１３万６，０００円、歳出総額２６億４，２１８万
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２，０００円差し引き１億１，２９５万４，０００円、繰越額３，３５３万９，０００円を引いた

実質収支は７，９４１万５，０００円となっております。歳入の５０％以上を占めます地方交付税

が前年比６，５０５万６，０００円の減額となっており、減額の総額１５億１，１５３万

４，０００円となり、加えて国・府からの支出金も減額となったことが大きな減額要因となりまし

た。今後もさらなる減額が予測されると思います。一般会計における主要財務比率は、財政力指数

と経常収支比率の数値が悪化したものの、ほかの３指標については２１年度より連続して良好に改

善されております。

自主財源比率の比率は、前年度と比較すると改善はされておりますが、収入額は年々減少傾向に

あることから、さらなる自主財源確保に努めていただく必要があるかと思います。

また、特別会計における国民健康保険に関して、少子高齢化が進み続ける当町において高齢化社

会に順応した対応が望まれ、行政、医療関係者、住民が三位一体となって地域医療を支える体制の

構築が望まれるという考えであります。町長がおっしゃるとおり、高齢者の方が生きがいを持ち、

そして生きがいを感じて暮らせる町にしていく必要があり、議会も一丸となって協力していくべき

であると感じております。

なお、決算質疑の中で再三指摘された例規に基づかない事務処理の早期改善、厳正な会計処理、

公平かつ公正な徴収、財産登記、わかりやすい決算書の作成について改善見直しの必要があるかと

思います。

最後に基金についてですが、前年度末の現在高は１５億６，００１万、今年度決算末現在高は

１８億３３４万円と積み立てられております。今後、学校改築を含め財政支出が予測される中、い

ざというときの備えは大変心強く、６年連続基金を取り崩すことなく積み立てられていることは評

価に値します。

今後も事業採択については、より厳しい選択と集中、そして「これまでは」から「これからは」

という目線を持って厳しい判断が迫られると予測されますが、行政と議会が真摯に議論し、町長が

目指す人が活き生きとしている町にしていけるように、ともに邁進したいと思い、私の賛成討論と

いたします。

○議長（宮下愿吾君） ほかに討論はありませんか。討論がないようでありますが、これで討論を

終了したいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」の声あり）

○議長（宮下愿吾君） 異議なしと認めます。これで討論を終わります。

これから議案第４４号 平成２３年度伊根町歳入歳出決算認定についてを採決いたします。

本案は原案のとおり認定することに賛成の方は起立願います。起立全員です。したがって、本案

は原案のとおり認定することに決定をしました。

◎ 日程第４ 意見書案第３号

○議長（宮下愿吾君） 日程第４、意見書案第３号 過疎地郵便局の営業日・営業時間の短縮を見

直す意見書の提出についてを議題とします。

なお、既にお手元に写しを配付しておりますので、意見書案の朗読については省略をいたします。

お諮りをいたします。本意見書案につきましては、各会派調整がされている意見書であります。

したがって、提出者の趣旨説明を省略し、また提出者に対する質疑、討論も省略し、直ちに採決に

入りたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」の声あり）

○議長（宮下愿吾君） 異議なしと認めます。提出者の趣旨説明、提出者に対する質疑、討論を省

略します。

これから意見書案第３号 過疎地郵便局の営業日・営業時間の短縮を見直す意見書の提出につい

てを採決いたします。

本案は原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。起立全員です。したがって、本案

は原案のとおり可決されました。本町議会の名において、郵政民営化・金融担当大臣ほか関係大臣

あてに本意見書を提出いたします。
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◎ 日程第５ 意見書案第４号

○議長（宮下愿吾君） 日程第５、意見書案第４号 国連障害者権利条約批准にふさわしい「国内

法の整備」を求める意見書の提出についてを議題といたします。

なお、既にお手元に写しを配付しておりますので、意見書案の朗読については省略をいたします。

お諮りをいたします。本意見書案につきましては、各会派調整がされている意見書であります。

したがって、提出者の趣旨説明を省略し、また提出者に対する質疑、討論も省略し、直ちに採決に

入りたいと思いますが、ご異議ありませんか。７番、三野三千彦君。

○７番（三野三千彦君） 私は会派に入っておりませんし、質問がしたいことがございますので、

よろしくお願いをしたいというふうに思います。

○議長（宮下愿吾君） ただいま、三野議員のほうより質疑の申し出がございます。ただいまの意

見書案について質疑をお受けいたしたいと思います。７番、三野三千彦君。

○７番（三野三千彦君） 勉強不足で大変申し訳ないんですが、ちょっと教えてほしいことが２点

ほどございます。

一つは障害者総合支援法というのは、どのような法律なのか教えていただきたいというふうに思

います。まずそれからちょっとわかれば教えていただきたいと思います。

○議長（宮下愿吾君） 暫時休憩をいたします。

休憩 １１時５４分

再開 １１時５９分

○議長（宮下愿吾君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

今、休憩中にちょっと質疑のやりとりをしていただいたんですが、この条約批准についての内容

がはっきりしたものが来ていないという中で、提出者についてもあるいは賛成者についてもその辺

はご理解が、きちっと説明できるものをお持ちではないんじゃないかなと思うんですが、ちょっと

その辺の提出者の意見、発言をお願いできませんでしょうか。奥野良一君。

○１０番（奥野良一君） そういった資料は本日持ち合わせておりませんが、皆さん会派で賛成を

していただいておるもので、こういった質問が出るというふうには思っていませんでしたし、資料

も持ち合わせておりません。

以上です。

○議長（宮下愿吾君） １０番、奥野良一君。

○１０番（奥野良一君） ということから、先ほど三野議員のほうからも言われましたように、特

にその反対をするのではないというようなお言葉もありました。ぜひともご理解をいただいて、賛

成をお願いしたいというふうに思っております。

○議長（宮下愿吾君） ほかに。７番、三野三千彦君。

○７番（三野三千彦君） 資料等とで見せてもらっております中で、現在京都府だけがこの問題に

ついては、まだ意見書等は出とらんわけなんですが、京都市以下、京都府のほとんどの市町では意

見書を提出はされておる、通っとるというふうな話も聞いております。

それともう一点お聞きしたいんですが、地方自治体の財政負担を軽減することというふうに書い

てありますが、これまでの障害者総合支援法の中での地方自治体の財政負担はいかほどだったのか、

またこの法案が成立しますとどれぐらい軽減されるのか、わかれば教えていただきたいというふう

に思います。

○議長（宮下愿吾君） １０番、奥野良一君。

○１０番（奥野良一君） 先ほど申しましたように、そのような資料を持ち合わせておりませんと

いうことで、私のほうから説明はできませんのでご了解をいただきます。

○議長（宮下愿吾君） ほかに質疑ございませんか。

暫時休憩します。

休憩 １２時０３分

再開 １２時０６分

○議長（宮下愿吾君） 再開をいたしたいと思います。休憩前に引き続き会議を開きます。
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今休憩中に、大谷議員のほうから発言ございました。もう一度本会議で再開しましたんで、ご意

見を述べていただけませんでしょうか、総務委員会付託の件について。９番、大谷功君。

○９番（大谷 功君） ただいまいろんな質問が出ておりまして、なかなか準備不足で答弁するこ

とができない面もありましたので、総務委員会で十分検討いただくように総務委員会付託を提案を

いたします。

○議長（宮下愿吾君） ただいま大谷議員のほうより、本件議案について総務委員会付託のご意見

が出されました。何かこのご意見についてご質問等ございますか。７番、三野三千彦君。

○７番（三野三千彦君） その大谷議員さんの言われたことには僕は賛成いたしますし、また事務

局のほうで資料をしっかりとっていただいて、全議員さんに配付していただきますようお願い申し

上げます。

○議長（宮下愿吾君） ほかにご意見ございませんか。そしたら、今出ております総務委員会付託

として、閉会中の継続審査ということでご了承いただけますか。

（「異議なし」の声あり）

○議長（宮下愿吾君） 異議なしと認めます。

総務委員会の付託で閉会中の継続審査ということにさせていただきたいと思います。

◎ 日程第６ 閉会中の継続審査（調査）申出書

○議長（宮下愿吾君） 日程第６、閉会中の継続審査（調査）申出書についてを議題とします。

お手元に配付のとおり、総務委員長、産業建設委員長及び議会運営委員長から会議規則第７４条

の規定により、閉会中の継続審査（調査）の申出書が提出されました。

お諮りをします。各委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続審査（調査）とすることにご異

議ありませんか。

（「異議なし」の声あり）

○議長（宮下愿吾君） 異議なしと認めます。各委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続審査

（調査）とすることに決定をしました。

また、議員派遣につきましては、お手元に配付のとおりでございます。

◎ 閉 会

○議長（宮下愿吾君） これで本日の日程は全部終了しました。

会議を閉じます。

平成２４年第３回伊根町議会定例会を閉会します。

閉会に当たりまして、一言ごあいさつを申し上げます。

本定例会に上程されました議案、慎重審議いただきまして、すべてご可決をいただき、予定どお

り閉会する運びになりましてありがとうございました。

今、日本は非常に国内外ともに厳しい状況の中にございます。きのうも自民党の総裁選があり、

安倍新総裁が決まりました。いずれまた近いうちに国政選挙等も予想はされておりますが、日本に

おいてはこの日本国のかじ取りをしっかりしていただくとともに、基礎的自治体である市町村の発

展やら住民の安心・安全を守っていくようしっかりと守っていただきたいということをお願い申し

上げまして閉会のあいさつといたします。

ご苦労さまでした。

閉会 １２時１０分
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